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単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

　市税の賦課、徴収、収納事務を行う上で、職員の資質の向
上、市民への説明責任は、欠かせない。

　制度改正等随時、ホームページ・公報紙等を通じ広報活動を
行っている。今後において、ホームページの活用方法の検討を
行い、公報紙とは異なった広報活動を実施する。

チェック

　研修会等に参加し、職員の資質向上を進め、事務の効率化へ
つなげる。

2

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

電話

市民のニーズを的確に把握している

5,600.00

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

中山　好夫

254.00

合計

税務管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

1.40

11,800

0826
（42）5614

1

11,800

山根　孝浩

人

コスト（千円）

一般会計

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

424

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

　予算執行、文書処理を一元化することにより、コスト削減に
努めている。今後とも、コスト削減に努める

解決できていない課題

③

改善項目

年度

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

－

年度－

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

16.00 20.00

22.00 20.00

－

177,000.00165,818.18

20.00

－

3,648,000

12,160

必要人員

12,160 一般財源等

時間外勤務手当 千円

指　標　名　等

郵便受理件数

－

実績値

5,800.00

計画値
勤務状況管理人数

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 8,512,000

5,800.00

5,600.00計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

90.91%

－

1,424.14

26年度

－

3,540,000

効
率
性

受益者負担

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

一般財源等合計

275.00

25年度

千円

－

100.00% －

1,467.59

－

－

計画値

実績値

21.00

人 人

－

－

備 考
（指標の計算方法、算式等）

千円

22.00 20.00

24年度

－

5,600.00

0一般財源等

22.00

1.40

単位当たりコスト①

8,260,000

税務行政の連絡調整、税務資料の収集、条例改正、課内予算・経理、郵便の受理、勤務状況等の管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

年度

25年度

実績値

Ⅴ計画の推進

国県補助金等

税務総務費

税務一般事務に要する経費
施　 策 市税等の賦課徴収

2

国県補助金等

職員の資質の向上を図るとともに、税務業務に専念できる環境を作り、円滑な税務行政の推進を図る。

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

申告義務のある市民、市税の納税義務のある市民及び税に関する相談・確認を必要とする市民

コスト コスト（千円）

内　　　容

合計 0

コスト（千円）

376

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

税務庶務事業

4 平成平成 18

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 334

人件費

24年度

人件費 受益者負担

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

人

対　前　年　比

単位

コ ス ト

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

計画値

実績値
研修会参加人数

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

実績値

単位当たりコスト②

受益者負担

単位 計画値

指標化できない成果

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

事務事業の効果を適正に把握している

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市民への情報提供を行っている

対　前　年　比

項

目
主要施策

11,424

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

指　標　名

－

市
民
参
画

28

款

3.効率的な行財政運営

11,826

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

424 市民部 税務課（税務庶務事業）.xls



年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

　税政改正が頻繁に行なわれ内容が複雑がしているが、できる
限り分かりやすい広報活動を目指す。

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

1,122,900,000.00

中山　好夫

チェック

　市運営のための自主財源確保という重要な役割を果たしてお
り、欠かすことのできない事業である。

　市県民税・所得税申告書、給与支払報告書等の課税資料が膨
大であるため、本庁での一括保管ができない。そのため、資料
調査等に支障をきたしている。電子データでの保管等課題があ
る。申告受付の体制の見直しが必要である。

　市民、職員が税に関する正しい知識を身につけることが公
平、公正な賦課につながる。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
山根　孝浩・末島　浩司

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

3.80

39,087

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

425

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　平成23年度から特別徴収納入通知書の封入作業の委託
　平成23年度から臨時職員を雇用し、課税資料の整理事務に係る時
間外勤務時間の削減に取組んでいる

解決できていない課題

③

39,087

1,142,675,000.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

7,785.00

24年度 25年度

7,522.00

258,400,000.00

1,116,900,000.00

－

98.51 98.81

98.80 98.80

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,173,000

0.000.00

272,395,800.00

計画値

コ ス ト

計画値

690.00

合計

人

指　標　名　等

41,334

必要人員

41,334

102.63%

－

0.03

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

法人市民税調定額
187,970,000.00

個人市民税調定額

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 39,819,000

1,115,428,189.00

一般財源等

1,231,000

合計

746.00

25年度

1,139,673,880.00

37,914,000

－

194,600,000.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

97.87% －

0.03

計画値

－

計画値

実績値

99.90

99.52 99.52

99.90

14,554.00

14,500.00

－

－

99.90

98.80

12,000.00

人

千円

265,408,000.00

3.80

単位当たりコスト①

8,000.00

26年度

人

千円

調定額
２６年度は予算額

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

的確に個人所得の把握に努め、適正に申告を指導し、公平な賦課を行う。
的確に法人を把握し、各種届出の受付、申告納付義務のある法人に申告書の提出を促すことにより、公平な賦課を行う。

所得税申告及び市県民税申告相談の実施。納税通知書の送付。
申告対象法人へ申告書、納付書の送付・受付。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等8,078

24年度 25年度

国県補助金等

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内に住所を有する個人及び市内に事業所等を有する法人

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

市県民税賦課徴収事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 9,234

人件費

活
動
・
結
果
指
標

申告相談受付件数
単位

単位

円

単位

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
法人市民税徴収率

指標化できない成果

計画値

実績値
個人市民税徴収率

指　標　名

14,466.00 －
賦課件数

単位 計画値 14,500.00

件 実績値

26年度

○

0

調定額
２６年度は予算額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

Ü

○

○

○

○

○

×

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

32,100

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

31,009

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
1

28

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

425 市民部 税務課（市県民税賦課徴収事業）.xls



年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
1

28

5,491

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,896

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

○

×

○

Ü

○

○

○

0

調定額
２６年度は予算額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

6,775.00 －
申告書受付処理件数

単位 計画値 －

件 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
軽自動車税収納率

活
動
・
結
果
指
標

現年賦課件数
単位

単位

円

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 715

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

軽自動車税賦課徴収事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

4月1日現在における市内を定置場所とする軽自動車等の所有者又は使用者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

窓口での受付及び広島県軽自動車協会の申告書送付により、申告書等の処理を行い、納税義務者を的確に把握し、公平で適
正な賦課を行う。

軽自動車等の登録・廃車・変更に係る申告書等の受付、処理。
納税通知書の送付。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等752

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

－

人

千円

0.65

単位当たりコスト①

－

6,986.00

－ －

－

－

98.50

計画値

実績値

－

100.29% －

0.07

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

118.00

25年度

92,426,500.00

5,648,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 6,206,000

92,695,700.00
軽自動車税調定額

－

実績値

計画値

－

0.06

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

118.00

合計

人

指　標　名　等

6,206

必要人員

6,206 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

91,100,000.00

－

－

98.91 98.83

98.50 98.50

－

21,190.00

24年度 25年度

20,980.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

5,648

93,095,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

426

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.60

5,648

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
森川　哲也

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中山　好夫

チェック

滞納分の車両調査を行い、調査結果によっては、職権による課
税取消により、収納率を高める。

窓口での標識交付、廃車受付があるため、本庁の一元管理は難
しいが、軽自動車税連絡協会からの申告書入力や、台帳の管理
は本庁で行っている。

市運営のための自主財源確保という重要な役割を果たしてお
り、欠かすことのできない事業である。

○

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

92,330,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

426 市民部 税務課（軽自動車税賦課徴収事業）.xls



年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
1

28

837

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

816

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

○

○

○

○

Ü

○

○

○

0

調定額
２６年度は予算額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

36.00 －
市たばこ税申告件数

単位 計画値 36.00

件 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
収納率

活
動
・
結
果
指
標

入湯税申告件数
単位

単位

円

単位

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 100

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

諸税賦課徴収事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に課する。
たばこの卸売販売業者等が、製造たばこを小売業者等に売渡す場合において、当該売渡しに係る製造たばこに対し、当該売
渡を行う卸売販売業者等に課する。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

納税義務者を的確に把握し、公平で適正な申告を求める。
卸売販売業者等に対し、適正な申告を求める。

入湯税に係る納入申告書等の受付、処理。
市たばこ税に係る納入申告書等の受付、処理。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等100

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

調定額
２６年度は予算額

年度

24.00

人

千円

184,375,632.00

0.10

単位当たりコスト①

24.00

35.00

36.00 36.00

－

－

100.00

計画値

実績値

－

96.41% －

0.04

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

656,000

合計

20.00

25年度

7,125,950.00

275,000

－

192,400,000.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 281,000

6,870,250.00

市たばこ税調定額
172,800,000.00

入湯税調定額

－

実績値

計画値

116.17%

－

0.04

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

16.00

合計

人

指　標　名　等

937

必要人員

937 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

641,000

0.000.00

214,194,633.00

210,000,000.00

7,300,000.00

24.00

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

24.00

24年度 25年度

24.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

納税義務者　　２法人
申告納期限　　翌月末

納税義務者　　３法人
申告納期限　　翌月末

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

916

7,400,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

427

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.10

916

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
山根　孝浩

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中山　好夫

チェック

　市運営のための自主財源確保という重要な役割を果たしてお
り、欠かすことのできない事業である。

　事務作業につき、コスト削減はできない。

　地方税法、市条例に基づく事業につき、委託できない。

　この項目は、あてはまらない。

○

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

6,700,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

427 市民部 税務課（諸税賦課徴収事業）.xls



年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
1

29

51,952

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

45,290

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

0

調定額
２５年度は予算額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

Ü

指　標　名

331.00 －
家屋評価件数

単位 計画値 180.00

棟 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
固定資産税徴収率

活
動
・
結
果
指
標

納税義務者数
単位

単位

円

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 4,828

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

固定資産税賦課徴収事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

納税義務者及び国等

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

納税義務者が納得して納税できるよう、公平かつ適正な賦課を行う。

賦課及び更正事務・減免事務、評価事務、評価替え時点修正事務、交付金請求、適正賦課のための啓発、督促状の発送、納
税相談。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等37,633

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

18,200.00

人

千円

685.00

6.15

単位当たりコスト①

18,200.00

186.00

180.00 180.00

－

－

99.00

計画値

実績値

－

100.19% －

0.03

392,800.00392,800.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

1,089.00

25年度

1,685,666,300.00

82,923,000

－

766.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 56,780,000

1,688,929,500.00

償却資産所有者の申告数
700.00

固定資産税調定額

－

実績値

計画値

111.82%

－

0.05

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
土地・家屋の総数

対　前　年　比

筆・棟

計画値

コ ス ト

計画値

1,116.00

合計

人

指　標　名　等

56,780

必要人員

56,780 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

766.00

800.00

1,659,900,000.00

18,200.00

－

98.91 98.82

99.00 99.00

－

17,955.00

394,356.00

24年度 25年度

392,800.00

394,302.00

17,767.00

99.99%

392,800.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成２５年度
木造（新築）239棟
非木造（新築）92棟

土地評価総筆数　　242,186筆
土地非課税地筆数　114,477筆

家屋棟数　　　　　 37,487棟
家屋非課税棟数　　　　152棟
（Ｈ２５概要調書）

目標値
（目標年度）

年度

現年度分　5月29日現在

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

82,923

1,708,700,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

固定資産税適正化事業
安芸高田市内すべての「宅地」と「宅地並み雑種地」の土地の現地
調査を行い、固定資産評価の適正化を図った

解決できていない課題

課税客体の把握

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

428

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

5.55

82,923

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
梶本　将太

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中山　好夫

チェック

　係内の全職員が評価事務研修会に参加し、評価技術を習得す
ることで専門性の向上につなげる。
　市ホームページ・市広報誌・チラシ等で、納期限内納付の
PR、口座振替の推進を引き続き行わなければならない。

納税者の理解、協力を得ることが効率化の前提条件と考え、納
税者理解のために以下の点に引き続き留意する。①地方税法の
改正等については、わかりやすい広報活動（市広報誌・市ホー
ムページ・チラシ等）を行う。②家屋の新築・増築・滅失につ
いて、納税通知書に「異動届書」を同封し、また通知広報によ
り異動があった場合の届出を啓発する。　また、市広報誌に届
出について掲載する。③熟練の職員が新規・異動で入った職員
に業務内容等を伝授している。

地方税法により市町村長は、総武大臣が定めた固定資産評価基
準により評価し価格を決定しなければならないと定められてお
り、常に納税者の理解を得られるように正しい知識を身につ
け、公平かつ適正な課税に努める必要がある。

○

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

1,705,475,200.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

428 市民部 税務課（固定資産税賦課徴収事業）.xls



年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

　納税通知書発送時に制度改正に関する説明文の添付及び、制
度改正時に公報やホームページを利用した広報活動を行ってい
る。

○

○

款 1

国や県と重複のない事務事業である

2

717,450,000.00

中山　好夫

チェック

　国民健康保険制度を維持するため必要不可欠な事業である。

　賦課計算等については、電算システムを利用し効率化を行っ
ているが、所得照会等、市民と直結する業務については、事業
の性格上効率化を図ることが困難である。
　また、国保システムは複雑化している賦課内容に対応するた
め、改修を重ねておりこの検証に時間を要している。

　市民、職員が税に関する正しい知識を身につけることが公
平、公正な賦課につながる。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
世羅　美佐子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

2.75

22,646

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

429

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

複雑な資格異動が発生すると、課税データの検証に時間がかかる。

③

22,646

770,288,000.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

741,940,000.00

－

96.36 96.09

95.00 96.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

611.00

計画値

コ ス ト

計画値

517.00

合計

人

指　標　名　等

24,574

必要人員

24,574

104.44%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

過誤納件数

国民健康保険税調定額

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

764,552,000.00

一般財源等合計

540.00

25年度

796,481,600.00

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

95.99% －

計画値

－

計画値

実績値 －

－

96.00

人

千円

585.00

2.85

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度H27実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

国民健康保険特別会計

納税義務者が納得して納税できるよう、所得の把握・固定資産の把握を的確に行い、適正公平な課税を行う。

賦課及び更正

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等205

24年度 25年度

国県補助金等

賦課徴収費

賦課徴収費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

国民健康保険加入者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

11

国民健康保険税賦課徴収事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 499

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

円

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
徴収率（現年度）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

0

調定額
２６年度については予算額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

×

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

○

○

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

24,075

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

22,441

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
2

28

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

429 市民部 税務課（国民健康保険税賦課徴収事業）.xls



年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

　この項目は、あてはまらない。

○

Ü

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

4,400.00

中山　好夫

チェック

　申請事務であり、目標・成果の指標は設定できない。

　人件費が主な経費であり、市民のニーズを的確に把握するこ
とにより、証明交付時間の短縮を心がけている。

　市民が、あらゆるサービスの提供を受けるため、他の行政機
関や金融機関に提出する税証明書交付事務であり、快適な市民
生活を守るためには、必要不可欠な事務である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
世羅　美佐子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

1.65

13,638

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

税務管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

430

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・簡易な証明発行事務の民間委託

③

13,638

4,400.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

4,400.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

299.00

合計

人

指　標　名　等

13,998

必要人員

13,998

－

3,179.76

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

税務証明等の発行枚数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 13,998,000

4,289.00

一般財源等合計

324.00

25年度

4,325.00

13,638,000

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

99.17% －

3,236.53

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

1.65

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

課税課窓口、郵送請求等で税務証明書の交付を必要とする市民等に対し、課税台帳に基づく適格な証明書の発行を行う。

税務関係証明の発行

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等174

24年度 25年度

国県補助金等

税務総務費

税務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

所得証明、評価証明、その他税務証明書の交付を必要とする市民等

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

税証明発行業務

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 60

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

0

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

Ü

○

○

○

○

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

13,938

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

13,464

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
2

28

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

430 市民部 税務課（税証明発行業務）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

　納税通知送付時に口座振替利用の依頼文書を添付
　税務課独自の封筒に納期および口座振替納税PR掲載
　お太助フォンにより納期と口座振替利用についてPR
　ホームページに納期を掲載

○

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

－

中山　好夫

チェック

　市税を適正に収納することは、市の自主財源の確保、税負担
の公平性の観点から欠かすことのできない事務である。
　口座振替利用者の納税通知書には納付書を添付する必要がな
く、軽自動車税は、名寄せ方式を採用しており郵送料の削減を
図っている。

　電算システムにより収納・消込事務を適正かつ迅速に行い、
統計資料も正確に作成できる。

　納税者の納付状況を把握し、滞納者の対しては督促状の発送
を行い納税を促す。
　口座振替不能者には、遅滞なく振替不能通知及び納付書を送
付している。
　過納税者に対して、遅滞なく還付処理を行い適正な税の収納
管理を行う。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
竹本　繁行

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.60

7,616

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

431

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・口座振替済通井（軽自動車税を除く）の廃止
・夜間納付窓口の開設（月1回）

解決できていない課題

・コンビニ収納をはじめとする、納付機会の拡充

③

7,616

－

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

現年・滞納繰越分（5税目）
24年度、25年度とも確定値

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

24年度、25年度とも確定値
計画値は設定困難

24、25年度確定値
計画値は設定困難

目標値
（目標年度）

152,623.00

24年度 25年度

149,504.00

－

－

－

93.60 93.30

－ －

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

200.00

合計

人

指　標　名　等

10,081

必要人員

10,081

－

0.00

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

収納消し込み額

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 10,081

4,378,448.00

一般財源等合計

118.00

25年度

4,417,395.00

7,616

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

Ü

－

99.12% －

0.00

計画値

－

計画値

実績値

－

26,878.00 25,728.00

－

14,416.00

－ －

－

－

－

93.40

年度当初口座利用者（件）数
24、25年度とも確定値
計画値は設定困難

－

人

千円

1.10

単位当たりコスト①

－

26年度

人

千円

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

市税の納税状況を的確に把握し、納税を奨励する。
納税義務者の納付の利便を図り、納付忘れの防止を図る。

収納消し込み、督促状の送付
口座振替納税の推進及び口座振替利用者の管理
口座振替利用者への異動に対する通知の送付

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,720

24年度 25年度

国県補助金等

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

納税義務者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

収納事業

3

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 789

人件費

活
動
・
結
果
指
標

収納消し込み件数
単位

単位

千円

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

人
振替納税利用者

指標化できない成果

計画値

実績値
収納率

指　標　名

14,371.00 －
督促状送付件数

単位 計画値 －

件 実績値

26年度

○

0

収納消し込み額（現年・滞納繰越
分）
24年度,25年度とも確定値
計画値は設定困難

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

9,292

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,896

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 市税等の賦課徴収
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

431 市民部 税務課（収納事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

広報紙やお太助フォン、市のホームページ等で納税依頼や納期
のお知らせをするとともに、口座振替の推進を行っている。

×

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

38,233.42

中山　好夫

チェック

研修や他の自治体の滞納整理手法を教わることで、職員の能力
開発に繋げたい。

コスト削減、効果向上は、滞納整理事務のノウハウを組織内で
蓄積し、その活用により改善点があれば改善していきたい。

　市民の税負担の公平・公正と自主財源の確保の観点から、滞
納が発生したら早期に滞納整理に着手している。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
竹本　繁行

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

3.55

29,032

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

432

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・夜間納付窓口の開設

解決できていない課題

・新たな滞納整理手法の導入

③

29,032

49,604.88

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

（5税目）
（24年度、25年度とも実績は5月末
現在　確定値）

－

年度－

143.72%

30,403.44

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

（5税目）
（2５年度は5/末現在　確定値）

計画値＝執行停止額×33％×3
年
当該年度中に不納欠損処理を行っ
た額（5税目）
（24年度、25年度とも実績値は
確定値）

目標値
（目標年度）

0.26

17,599.22

24年度 25年度

21,025.71

25,294.01

4,355

0.17

22,940.05

50,544.42

－

98.33 98.33

98.00 98.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

4,355

0.140.22

30,710.55

計画値

コ ス ト

計画値

662.00

合計

人

指　標　名　等

30,923

必要人員

30,923

144.60%

－

0.56

実績値

単位当たりコスト③

実績値
不納欠損額

対　前　年　比

千円

執行停止額
12,401.22

滞納繰越分収納額

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 21,646

35,994.88

一般財源等

4,638

合計

697.00

25年度

42,318.00

20,322

－

12,636.11

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

85.06% －

0.51

24,962.90

計画値

－

計画値

実績値

20.00

17.18 14.45

18.00

7,194.78

－ －

－

－

14.50

98.40

（5税目）
（24年度、25年度とも実績は3月末
現在　確定値）

人

千円

21,238.09

3.65

単位当たりコスト①

4,638

26年度

人

千円

計画値＝滞納繰越調停額×5％
年度中に地方税法第15条の7に
基づく執行停止を決定した滞納額
（5税目）
（24年度、25年度とも実績値は
確定値）

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

公平・公正な租税秩序の維持、納税義務の履行、担税力の回復

地方税法をはじめとした関係法令に基づく適正な徴収権の執行による滞納整理
（催告、納税折衝、納付誓約、財産調査、滞納処分、執行停止、時効管理、不納欠損他）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等63

24年度 25年度

国県補助金等

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

納税義務者、特にその滞納者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

滞納整理事業

3

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 90

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

千円

単位

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
滞納繰越分収納率

指標化できない成果

計画値

実績値
現年課税分収納率

指　標　名

5,813.51 －
延滞金徴収額

単位 計画値 －

千円 実績値

26年度

×

0

計画値＝滞納繰越調停額×20％
実績値＝収納済額－還付未済額
（個人市民税、法人市民税、純固
定資産税、軽自動車税、国民健康
保険税。以下「5税目」という）
（24年度、25年度とも実績は確
定値）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

×

×

Ü

Ü

○

○

○

○

○

Ü

合計

×

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

30,833

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

28,969

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 市税等の賦課徴収
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

432 市民部 税務課（滞納整理事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

昭和 22

施　 策 事務対応の利便性の構築
2

54,749

836

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

42,069

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

16,864

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

Ü

○

○

Ü

16,864

窓口での届出数　　　1,148件
他市町村からの送付による届出数
1,508件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 15,467

人件費 541

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

戸籍・住民基本台帳事務及びその他各種証
明申請受付事務

12

24年度 25年度

国県補助金等

住民基台帳費

住民基台帳費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

戸籍に係る届け出をする者。
安芸高田市に住所のある者で、日本国籍の者。
市に住所を有する市民及び有した市民。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

1,875

正確な身分関係を戸籍に記載する。
正確な住民登録・印鑑登録及び自動車臨時運行許可証・旅券の申請受け付け、交付を迅速かつ正確に実施する。

届書を審査し、適法と認められる時に戸籍原本等に記載する。
住民基本台帳への登録・印鑑登録事務及び自動車臨時運行許可事務に関する届け出申請。
旅券申請を受理し、県へ送付し、県から旅券の受領後に申請者に交付する。
来庁及び郵送による戸籍謄抄本・住民票の写し、その他各種証明書申請の受け付け交付事務。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等32,370 342

実績値

5.55

14,989一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

住民票事務件数　3,559件
印鑑登録受付事務件数　521件
住基カード交付事務件数　48件
自動車運行許可事務　492件
旅券申請受け付け事務件数
412件

年度

人

千円

4,954.00

6.50

単位当たりコスト①

36,962,000

申請・相談・届出は、市民等の意思により対応するものであり、目標値を設けるような性質の
事務でない。

－

－

計画値

実績値

－

121.61% －

6,990.38

－

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等

17,987,000

合計

656.00

25年度

2,184.00

6,910,930

－

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 15,267,000

2,656.00

住民基本台帳等異動受付件
数

－

戸籍届出件数

－

実績値

計画値

101.57%

－

2,602.01

実績値

単位当たりコスト③

実績値
各種証明書発行件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

1,020.00

合計

人

指　標　名　等

69,380

必要人員

70,216 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

12,239,850

2,432.403,630.80

5,032.00

－

－

－－

1,013.27

36,478.00

24年度 25年度

－

44,328.00

13,218,939

298.21

－

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

戸籍謄抄本　　9,378件
除籍謄抄本　　7,889件
住民票　　　13,325件
印鑑証明　　　9,702件
諸証明　　　　3,121件
臨時ナンバー　492件
旅券交付　　　421件

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

74,439

－

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

戸籍記載事務を平成24年から戸籍事務を本庁一括入力とし、また、
異動入力を民間に委託として効率化を図った。

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

449

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

住民基台帳費

市民部　総合窓口課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

5.20

73,556

0826
（42）5616

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

住民基台帳費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
日浦　玲子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐々木　早百合

チェック

指標については、目標値を受ける性質の事務ではない。
各業務に関する職員研修等を実施している。
県や法務局が実施している研修会に参加している。
(戸籍事務・住民基本台帳事務・監督者・コーチング研修等)

平成15年11月29日戸籍事務電算化により、戸籍検索や記載
が迅速かつ正確に処理できるようになった。また、平成22年
12月の機種変更により処理機能が向上した。そのうえで、記
載の誤記遺漏がないように二人体制で確認しながら事務処理を
実施するなど、その他の関係事務も円滑に実施するように取り
組んでいる。

戸籍法に基づく法定受託事務であり、市が主体として行う事業
である。また、旅券申請事務においても平成19年6月4日に新
たに県から権限移譲を受けた事業である。

市の広報誌及びホームページにおいて、制度等への周知を図め
ために情報提供を行っている。

○

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

3

－

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

449 市民部 総合窓口課（戸籍・住民基本台帳事務及びその他各種証明申請受付事務）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 事務対応の利便性の構築

継続

35,544

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

36,903

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

○

○

○

合計

○

×

○

○

○

○

○

○

○

Ü

Ü

Ü

×

0

総合窓口課関係受付      4,369件
市民生活課関係受付　　　135件
税務課関係受付　　　　　665件
保健医療課関係受付　　  　36件
高齢者福祉課関係受付　 　 47件
社会福祉課関係受付           27件
その他課関係受付              86件
公金収納関係　　　　　3,591件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

人件費 1,468

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

八千代支所窓口事務

3

24年度 25年度

国県補助金等

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市内の市民
とりわけ、支所管内（旧八千代町）に居住の市民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市民生活に密着した届出受付、各種証明の発行、各種経由事務の受付、その他相談業務等を行うことにより、合併により市
民の利便性が低下することのないようサービスの維持に努める。

①各種届出の受付、②各種証明の申請受付及び発行、③各種経由事務の受付、④公金収納、⑤相談業務、⑥民生委員児童委
員地区協議会事務、⑦公衆衛生事務

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

1,971

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

総合窓口課関係受付　　　495件
市民生活課関係受付         120件
税務課関係受付　　　　　118件
保健医療課関係受付　　　906件
高齢者福祉課関係受付　　415件
社会福祉課関係受付　　　677件
その他課関係受付  　　 2,186件

年度

人

千円

5,088.00

4.60

単位当たりコスト①

市民に特に密着した窓口事務を、旧町同様に実施することにより市民の利便性が確保されている。これらの事務に関
し、あるいはそれ以外でも市民からの相談を受けることは支所の機能として重要な部分であり、機会あるごとに市民か
ら支所機能の充実継続について強く要望されている。

－

－

計画値

実績値

－

96.26% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

269.00

25年度

9,304.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

8,956.00

本庁へ送付する事務の受付
件数

支所で完結させる各種届出
受付、証明等の発行件数

－

実績値

計画値

96.64%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

民生委員児童委員地区協議
会開催回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

335.00

合計

人

指　標　名　等

33,573

必要人員

35,544 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

4,917.00

－－

12.00

24年度 25年度

15.00

125.00%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

支所管内人口               3,745人
民児協委員　　  　　　　　14人
定例会　　　　　　　  　　12回
研修会　　　　　　　　  　  3回
延べ出席者数　　　　　　193人
出席率　　　　　　　     91.9％

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

36,903

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　各業務について、担当者のみが対応するのではなく、複数の職員
が窓口で受け付けできるよう体制を作ってきた。

解決できていない課題

　複数の職員が窓口で対応できるよう体制を作ってきたが、専門性が必
要な相談業務等については、担当者が不在の場合、事務に支障をきたす
ことがある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

451

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

八千代支所担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

4.60

35,435

0826
（52）2111

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
中川雅夫

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

叶丸一雅

チェック

　成果を指標化することは容易ではない状況があるが、市民に
身近な場所で事務手続きを行えたり、各種の相談に対応できる
という点で、市民の利便性の確保という目的は果たされてい
る。一度に多くの方が窓口に来られた場合の対応をスムーズに
しようとすれば、職員は各分野の窓口対応ができる仕事力を身
につけることが求められている。

　コストはすなわち人件費ということであり、窓口事務にあた
る支所の職員数を少なくすれば、それだけ経費の節減につなが
る。しかしそれを行おうとする場合は、支所の職員数の減少に
伴って支所で行う事務も限定されたものにならざるを得ない。

　住民基本台帳及び市税等の事務については、市が実施すべく
法令で定まっている。また、各種相談業務においても市が提供
すべきサービスによるものであり、市が関与すべきである。

　支所の窓口事務の中心をなす各種証明書等の発行事務につい
ては、個人情報の保護の観点から市民参画、協働は不可能であ
る。しかし、公衆衛生関係業務等支所で行っている事務の一部
については、諸事業を行う際に市民の参加を呼びかけるなど、
情報提供を行うとともに積極的に関わっていただいており、そ
の面では市民参画の機会は提供できている。

×

Ü

款

国や県と重複のない事務事業である

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

451 八千代支所（八千代支所窓口事務）.xls



～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

支所の窓口事務の中心をなす各種証明等の発行事務について
は、個人情報の保護の観点から市民参画、協働は不可能であ
る。しかし、公衆衛生関係業務等支所において行っている事務
の一部については、諸行事を実施する際に市民の参加を呼びか
けるなど、情報提供を行うとともに積極的に関わってもらって
おり、その面では市民参画の機会は与えられている。

×

Ü

款

国や県と重複のない事務事業である

高本　修

チェック

成果を指標化することは容易でない状況があるが、市民に身近
な場所で事務手続きが行えたり、各種の相談に対応できるとい
う点で市民の利便性確保という目的は果たされている。

支所窓口係が独自におこなう事業は少なく、多くは窓口での証
明発行・受付業務であるため、ほとんどが人件費であるが、支
所業務を円滑に行うにはある程度の人員を確保する必要があ
る。そのため人件費を削減することは困難である。
人員を削減すればコストも削減することができるが、その場合
には業務の一部を本庁へ移管したり、来客の待ち時間が長くな
ることが予想されるので、その対応を措置する必要がある。

住民基本台帳及び市税等の事務については、市が実施すべく法
令で定まっている。その他の業務についても市が提供すべき
サービスであるため関与すべきである。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
粟森　敏彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

4.50

34,374

0826
（54）0311

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

美土里支所担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

452

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・各事務について、担当者のみが対応するのではなく、複数の職員
が窓口で受付ができるように体制を作ってきた。
・各対応において、電話だけでは困難なような場合は面談するなど
して、親切で丁寧な事務が遂行できるように努めてきた。

解決できていない課題

・限られた職員で窓口全般の事務を対応するには職員の各事務事業内容
を理解し、文書整理をするとともに事務処理マニュアルの整備・充実を
図る必要がある。
また、上記事務処理について、支所間で相違があるため、市全体で統一
する必要がある。

③

35,838

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

89.47%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

支所管内人口　　　 2,913人
民児協委員　　　　　　17名
定例会　　　　　　　　12回
研修会　　　　　　　　  5回
延出席者数　　　　　 274名
出席率　　　　　　　　 95％

目標値
（目標年度）

192.00

19.00

24年度 25年度

17.00

132.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,179.00

計画値

コ ス ト

計画値

121.00

合計

人

指　標　名　等

44,257

必要人員

45,584

40.14%

－

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

民生委員児童委員協議会
開催回数

対　前　年　比

回

本庁へ送付する事務の
受付件数

支所で完結させる各種届出
受付、証明等の発行件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

5,997.00

一般財源等合計

73.00

25年度

5,676.00

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

105.66% －

計画値

－

計画値

実績値

市民に密接した窓口事務を実施することにより、市民の利便性が確保されている。また、窓口業務以外で
も市民からの相談等を受けることや、本庁へ引き継ぐことが支所の機能として重要な部分です。

－

－

人

千円

2,937.00

5.50

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

総合窓口課関係受付　　66件
市民生活課関係受付　　12件
税務課関係受付　　　114件
保健医療課関係受付　120件
高齢者福祉課関係受付　130件
社会福祉課関係受付　　40件
その他課関係受付　　　697件

年度

1,327

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

市民生活に特に密着した届出受付、各種証明の発行、各種経由事務の受付、その他相談業務等を行うことにより、合併によ
り市民の利便性が低下することのないようサービスの維持に努める。

①各種届出の受付、②各種証明の申請受付及び発行、③各種経由事務の受付、④公金収納、⑤相談業務、⑥民生委員児童委
員地区協議会事務、⑦公衆衛生業務関係事務等

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

24年度 25年度

国県補助金等

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市内の市民
とりわけ、支所管内(旧美土里町内）に居住の市民

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

美土里支所窓口事務

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

人件費 1,464

活
動
・
結
果
指
標

教育集会所管理運営にかか
る窓口対応件数

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

0

総合窓口課関係受付  3,414件
市民生活課関係受付      　 2件
税務課関係受付          474件
保健医療課関係受付      24件
高齢者福祉課関係受付　　  件
社会福祉課関係受付　　　　件
その他課関係受付         　   件
公金収納関係           2,082件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

45,584

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

35,838

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

施　 策 事務対応の利便性の構築 事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

452 美土里支所（美土里支所窓口事務）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

　各種証明書の発行事務について、個人情報の保護の観点から
市民参画協働は不可能とされていたが、関係法令の整備が整え
ば、業務委託ができるのでは。

×

Ü

款

国や県と重複のない事務事業である

支所長　　藤井　静雄

チェック

　高齢化・過疎化が進む中、市民の利便性の観点から支所の行
政サービスは不可欠である。
　来客者に満足して戴ける対応をするには、各職員のスキルア
ップと職員同士の協力体制が必要である。

　支所での窓口業務の種類と内容を、地区市民に苦情がでない
程度にまだまだ削減し、本庁に集中させることができればコス
トは低く出来る。

 住民基本台帳及び市税等の事務については、市が実施すべく
法令で決まっている。
　また各種相談業務においては、市が提供すべきサービスによ
るものであり市が関与すべきである。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
中村　義明

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

5.20

39,974

0826
（57）0311

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

高宮支所担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

453

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　窓口対応において苦情がおきないよう、全職員が習得することが
困難な専門知識などについては、担当を決め分担するなどして支所
内職員で連携を図り、迅速かつ親切で適正な事務処理に努めた。

解決できていない課題

　窓口業務は誰もがすべての業務に対応できる体制づくりが望まれる
が、業務が広範囲にわたるため、すべての職員がすべての専門知識を習
得することは困難である。

③

41,489

9,050.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

109.09%

12.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

青少年育成・身体障害者福祉協会、
交通安全運動高宮分隊・高宮町の
イベント協力

支所管内人口　　　　３８０２人
民児協委員　　　　　     ２２人
定例会　　　　　　　　    12回
延出席者数　　　　   　２４０人
出席率　　　　　　　　  ９１％

目標値
（目標年度）

50.00

75,363.64

11.00

24年度 25年度

12.00

12.00

399,000

82.00

33,250.00

8,050.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

19,548,000

7,348.877,630.06

2,660.00

計画値

コ ス ト

計画値

203.00

合計

人

指　標　名　等

41,384

必要人員

43,115

81.60%

－

2,444.78

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値

民生委員児童委員協議会開
催件数

対　前　年　比

回

本庁へ送付する事務の受付
件数

4,200.00

支所で完結させる各種届出
受付件数、証明等の発行数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 13,681,000

7,343.00

一般財源等

24,874,000

合計

76.00

25年度

7,330.00

17,952,000

－

3,800.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

100.18% －

1,866.44

計画値

－

計画値

実績値

　市民に特に密着した窓口業務を旧町同様に実施することにより市民の利便性が確保されている。これらの事務に関
しあるいはそれ以外でも、市民からの相談等を受けることは支所の機能として重要な部分であり、支所別懇談会をは
じめ各種会議等、機会あるごとに市民から当該事務の継続について強く要望されている。

－

－

39.00

人

千円

3,260.00

5.20

単位当たりコスト①

829,000

60.00

26年度

人

千円

総合窓口課関係受付　　　　　　７０件
市民生活課関係受付　　　　　　７７件
税務課関係受付　　　　　　　２２９件
保険医療課関係受付　　　　　６１２件
高齢者福祉課関係受付　　　　２９３件
社会福祉課関係受付　　　　　５６７件
その他関係受付　　　　　　　８１２件

年度

1,731

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

　市民生活に密着した届出受付、各種証明の発行、各種経由の事務の受付、その他相談業務等を行うことにより、合併によ
り市民の利便性が低下することのないようサービスの維持に努める。

　①各種届出の受付　②各種証明の申請受付及び発行　③各種経由事務の受付　④公金収納　⑤相談業務　⑥民生・児童委
員協議会事務　⑦公衆衛生業務　⑧地域づくり推進業務　⑨その他

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

24年度 25年度

国県補助金等

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　安芸高田市内の市民　とりわけ、支所管内（旧高宮町内）に居住の市民

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

高宮支所窓口事務

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

人件費 1,515

活
動
・
結
果
指
標

イベント等
単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

0

総合窓口課関係受付　　　　３６６７件
市民生活課関係受付　　　　　１４３件
税務課関係受付　　　　　　　９８９件
保険医療課関係受付　　　　　２７１件
高齢者福祉課関係受付　　　　　　０件
社会福祉課関係受付　　　　　　　９件
その他関係受付　　　　　　　　５０件
公金収入関係　　　　　　　２２１４件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

×

×

○

Ü

Ü

○

○

○

Ü

○

合計

×

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

43,115

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

41,489

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 25

施　 策 事務対応の利便性の構築

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

453 高宮支所（高宮支所窓口事務）.xls



月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

16

施　 策 事務対応の利便性の構築

継続

51,974

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

50,178

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

○

○

○

合計

Ü

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

Ü

Ü

Ü

×

0

総合窓口課関係受付　　　　6,222件
市民生活課関係受付　　　　　405件
税務課関係受付                  1,435件
保健医療課関係受付               449件
高齢者福祉課関係受付                8件
社会福祉課関係受付               222件
その他課関係受付                  248件
公金収納関係                     6,984件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

公衆衛生活動件数
単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

人件費 2,412

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

甲田支所窓口事務

3

24年度 25年度

国県補助金等

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　安芸高田市内の市民、とりわけ甲田支所管内に居住の市民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

　市民生活に特に密着した各種届出受付、各種証明の発行、各種経由事務の受付、その他相談業務等を行うことにより、市
民の利便性が低下することのないようサービスの維持向上に努める。

①各種届出の受付　　②各種証明の申請受付及び発行　　③各種経由事務の受付　　④公金収納　　⑤各種相談業務　　⑥
民児協事務　　⑦公衆衛生業務　　⑧地域振興支援業務

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

2,507

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

総合窓口課関係受付　　　　     85件
市民生活課関係                       68件
税務課関係受付                     265件
保健医療課関係受付               484件
高齢者福祉課関係受付            284件
社会福祉課関係受付               332件
その他課関係                     2,039件

年度

人

千円

4,833.00

6.20

単位当たりコスト①

1,257,000

23.00

市民に特に密着した窓口事務を旧町同様に実施することにより、市民の利便性が確保されている。また、
これらの事務に関し、市民からの相談等受けることは支所の機能として重要な部分であり、機会あるごと
に市民から当該事務の継続について強く要望されているものである。

－

－

計画値

実績値

－

130.64% －

1,439.76

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等

17,604,000

合計

801.00

25年度

12,227.00

21,042,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 17,604,000

15,973.00

本庁へ送付する事務の受付
件数

支所で完結させる各種届出
受付件数、証明等の発行件
数

－

実績値

計画値

73.60%

－

1,317.35

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

民生・児童委員地区協議開
催件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

725.00

合計

人

指　標　名　等

49,467

必要人員

51,974 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

13,354,000

3,754.293,642.46

3,557.00

－－

23.00

104,750.00

12.00

24年度 25年度

12.00

1,214,000

23.00

101,166.67

100.00%

12.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

不法投棄監視パトロール　 　 ４回
重点個所清掃　　　　　　  　１回
空缶回収１２回　古紙ペット各6回

支所管内人口            5,226件
民児協委員　　　　　     22人
定例会                        12回
延出席者                   249人
出席率                        97％

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

50,178

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

各業務について、担当者のみが対応するのではなく、複数の職員が
窓口で受付できるよう体制を作ってきた。

解決できていない課題

窓口業務は、広範囲にわたるため一人で全ての分野において専門的な知
識を修得することが困難である。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

454

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

甲田支所担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

6.20

47,766

0826
（45）4111

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
出口秀章

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

甲田支所長代理　出口秀章

チェック

高齢化・過疎化が進む中、市民の利便性の観点から支所の行政
サービスは必要不可欠である。
多くの方が窓口に来られた場合の対応ができる仕事力を身につ
けることが求められる。

コストは、すなわち人件費ということであり、窓口事務にあた
る支所の職員数を少なくすれば、それだけ経費の節減につなが
る。しかしそれを行おうとする場合は、支所の職員数の減少に
伴って支所で行う事務も限定されたものにならざるをえない。

住民基本台帳及び市税等の事務については、市が実施すべく法
令で定まっている。また、各種相談業務においても、市が提供
すべきサービスによるものであり市が関与すべきである。

受付事務については個人情報であり市民参画は困難である。
地域振興や公衆衛生、環境保全、青少年育成などは市民と協働
で進めている。

×

○

款

国や県と重複のない事務事業である

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

454 甲田支所（甲田支所窓口事務）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 事務対応の利便性の構築

継続

58,566

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

47,650

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

○

○

Ü

Ü

合計

×

Ü

○

Ü

×

○

×

○

○

Ü

×

×

×

0

総合窓口課関係受付　　      5,167件
市民生活課関係受付　　　      580件
税務課関係受付　　　　      1,425件
保健医療課関係受付　　　  　 125件
高齢者福祉課関係受付　　    　５１件
社会福祉課関係受付　　　     　  0件
その他課関係受付　　　　　  163件
公金収入関係　　　　　  　4,210件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

255 －
防災無線機回収

単位 計画値

台 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
民生児童委員推薦委員会

活
動
・
結
果
指
標

防災無線放送
単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費

人件費 2,309

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

向原支所窓口事務

3

24年度 25年度

国県補助金等

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市内の住民
とりわけ、支所管内（旧向原町内）に居住の市民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市民生活に特に密着した届出受付、各種証明の発行、各種経由事務の受付、その他相談業務を行うことにより、合併により
市民の利便性が低下することのないようサービスの維持に努める。

①各種届出の受付　②各種証明の申請受付及び発行　③各種経由事務の受付　④公金収納　⑤民生児童委員協議会事務
⑥公衆衛生事務　⑦青少年育成事務　⑧人権対策事務　⑨税務申告受付事務　⑩防災無線放送
⑪地域振興会協議会事務　⑫交通安全運動推進隊事務　など

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

2,383

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

総合窓口課関係受付　　　　１７９件
市民生活課関係受付　　　　　９１件
税務課関係受付　　　 　　1,32８件
保健医療課関係受付　　 　　702件
高齢者福祉課関係受付　　　２３５件
社会福祉課関係受付　　　　３１０件
その他課関係受付　　　　 2,144件

年度

人

千円

5,293

7.00

単位当たりコスト①

－

－

－

計画値

実績値

－

105.59% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

662

25年度

11,100

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

11,721

本庁へ送付する事務の受付
件数

支所で完結させる各種届出
受付件数、証明書の発行数

－

実績値

計画値

94.26%

－

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

民生児童委員協議会開催
件数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

704

合計

人

指　標　名　等

56,183

必要人員

58,566 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

4,989

－

3.00

－

1,894

12

24年度 25年度

12

12

1,095

100.00%

12

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

防災無線放送　　　　　1,095件

防災無線機回収　　　　　255
台

支所管内人口4,083人（H25.4
月）
民児協委員　　　　　　　１７人
定例会　　　　　　　　　１２回
研修会　　　　　　　　　　９回
延べ出席者数　　　　　１６４人
出席率　　　　　　　　　９５％

目標値
（目標年度）

年度

推薦委員会を3回実施の事務

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

47,650

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

455

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

向原支所担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

6.00

45,341

0826
（42）3111

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
横　田　清　次

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

岡　﨑　賢　志

チェック

・支所における受付事務は、担当者と副担当という体制で行っ
ているが、お客様対応等を行っている場合は、非常にむつかし
い問題であり各自がすべての業務を簡単でもいいので知るべき
であるが、専門的な研修も行われない中、受付事務をここまで
というわけにもいかず、有効性がいいものとは考えずらい。

・コストは、すなわち人件費ということであり、窓口事務にあたる支所の
人数を少なくすれば、それだけ経費の削減につながる。しかし、それを行
おうとする場合は、支所の人数の減少に伴って、支所で行う事務も減少さ
せていくことが必要になる。

・旧町以来続けている外郭団体の事務局業務の関与を減らすことができれ
ば、人件費の減少に繋がる可能性がある。

・防災無線放送の案内を、緊急時のものに限定するなど、業務を効率的に
行う余地はある。

・平成２５年11月からのお助けフォンの設置により事務軽減されたが、
機器等の問い合わせ、防災無線の撤去方法等の電話相談が多くなってい
る。

・住民基本台帳及び市税等の事務については、市が実施すべく
法令で定まっている。
    また各種申請受付事務においても、市が提供すべきサービス
によるものであり市が関与すべきである。

・職員の減少により、お客様への待ち時間等の不便性が考えら
れるが窓口業務での諸証明の受け渡し等は、委託等考慮しなが
ら将来を考える時が来た。

×

Ü

款

国や県と重複のない事務事業である

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

455 向原支所（向原支所窓口事務）.xls



～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

施　 策 公共事業の公正確保
3

15,913

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

16,542

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

1,462

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

1,462

２２：建 217  測 43  物 68
２３：建 116  測 45  物 43
２４：建 122  測 35  物 59
２５：建 173  測 22  物 53

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

%

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,397

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

入札・契約監理事業

24年度 25年度

国県補助金等

土木総務費

土木総務管理に関する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

建設工事、測量・建設コンサルタント、物品等の業者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

入札・契約の透明性を確保し公正な競争を促進しながら、技術と経営に優れた企業の育成を図る。

・入札参加資格申請の受付、審査、資格認定
・入札の執行
・入札契約制度業者説明会の開催

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,107

実績値

1,462一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

― 電子入札の導入により、透明性の
確保や公正な競争を促進する。

年度

―

人

千円

94.20

1.90

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

114.81% －

――

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

216.00

25年度

216.00

－

90.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

248.00

建設工事落札率
90.00

入札件数

－

実績値

計画値

96.41%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

測量・建設コンサルタント
落札率

対　前　年　比

%

計画値

コ ス ト

計画値

208.00

合計

人

指　標　名　等

17,310

必要人員

17,310 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

90.82

―

250.00

－－

51.50

24年度 25年度

85.00

88.11

171.09%

85.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

電子入札の導入により、透明性の
確保や公正な競争を促進する。

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

18,649

250.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成17年度に電子入札等システムを導入した。
・平成18年度に入札・契約システムを導入した。
・電子入札実施状況
　H18　コンサル1件   　　　　　    　H22　コンサル42件、工事216件
　H19　コンサル32件、工事71件　　H23　コンサル45件、工事116件
　H20　コンサル31件、工事120件　 H24　コンサル35件、工事122件
　H21　コンサル37件、工事174件　 H25　コンサル22件、工事173件

解決できていない課題

・市内建設業者のうち、電子入札システムの利用者登録がされていない
業者があり、登録促進のための説明を行ったが未だ登録をされていない
業者がある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

417

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

土木管理費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

2.05

18,649

0826
（47）1201

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

入札工事検査管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
河野　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

賀志古　恵

チェック

入札制度の改正や電子入札の導入により、透明性の確保や公正
な競争を促進している。

入札・契約システムの導入により、平成２１年度から職員1名
を減らし事務効率の向上や経費を削減した。現状からの更なる
人員の削減を行うと入札事務そのものが行えなくなる。

入札・契約制度は国。県、他市町を参考に適時に改正し、適正
化に努めている。

入札・契約の情報に関する規則に基づく公表を行っている。

○

○

款 8

国や県と重複のない事務事業である

1

―

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

417 建設部 管理課（入札・契約監理事業）.xls



～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

工事検査事務については、直接市民参画となるようなものでは
ないが、情報提供としては工事の監督及び検査に関する基準の
公表を行っている。

Ü

○

款 8

国や県と重複のない事務事業である

1

―

賀志古　恵

チェック

工事成績数値を入札参加資格認定の格付けの算定に加算してい
る。また、優良工事施工業者には入札参加資格に特例措置を定
めている。

平成18年度に入札・契約システムを導入したことにより、検
査の事務効率を図り検査データの管理等有効に行えている。

工事の監督及び検査に関する規定・基準を作成し、工事成績の
評定を適正に行っている。　また、検査事務は工事が行われれ
ば必ず必要な事務であり、他市の検査内容に比しても十分な内
容となっている。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
河野　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

1.45

11,989

0826
（47）1201

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

入札工事検査管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

土木管理費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

418

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

11,989

130.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

当該年度工事成績評点の平均点。Ü

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

130.00

－

75.53 75.94

75.00 76.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

169.00

合計

人

指　標　名　等

13,241

必要人員

13,241

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

検査件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

134.00

一般財源等合計

152.00

25年度

105.00

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

Ü

－

127.62% －

計画値

－

計画値

実績値 －

－

―

人

千円

1.50

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度

―

実績値

33一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

適正な施工及び品質の確保を図る

・中間検査(1,000万円以上)、完成検査(250万円以上)
・検査結果通知
・建設業者説明会

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等289

24年度 25年度

国県補助金等

土木総務費

土木総務管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

建設工事施工業者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

工事検査事業

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 259

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
工事成績平均点

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

Ü

33

２３：1千万円以上  61件
　　　1千万円未満  79件
２４：1千万円以上  53件
　　　1千万円未満  50件
２５：1千万円以上  49件
　　　1千万円未満  85件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

Ü

○

Ü

Ü

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

33

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

12,982

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

11,700

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

施　 策 公共事業の公正確保
3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

418 建設部 管理課（工事検査事業）.xls


